
2 0 1 9
M a y
V o l . 5 2

Contents 

02 

リ
リ
ー
ス
し
ま
し
た
！ 

ご
当
地
版 

「
お
部
屋
の
健
康
診
断
®

」

04 

5
b
e
a
m
A
D
C
P
を
使
っ
た
波
浪
観
測
技
術
の
ご
紹
介

06 

国
内
初
事
例
！ 

イ
ー
ル
ラ
ダ
ー
（
ウ
ナ
ギ
専
用
魚
道
）
の
設
置

新たな取り組み

08 

天
然
記
念
物
ネ
コ
ギ
ギ
の
環
境
保
全
措
置
の
取
り
組
み

10 
湖
沼
に
お
け
る
水
質
管
理
へ
の
取
り
組
み

Working Report

i-net Vol.52　2019年5月発行

ColumnColumn

2015年12月、地球温暖化対策の国際的な取り決

めであるパリ協定が採択されました。パリ協定では、世

界共通の長期目標として、「産業革命前からの平均気

温の上昇を2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に

抑える努力を追及すること」や「今世紀後半の温室効

果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」が掲げられまし

た。各締約国は、温室効果ガスの削減目標を作成・

提出・維持・更新することになっています。わが国は

2016年11月にパリ協定を締結し、2030年度に

2013年度比で26％削減する目標を提出しました。

パリ協定の採択から3年半が経過するところであり、

本稿では、パリ協定を巡る動きについて紹介します。

気候変動枠組条約においては、毎年11月または

12月に締約国会議（COP）が開催されています。

2018年12月にはCOP24がポーランドで開催され、

2020年以降のパリ協定の本格運用に向けて、パリル

ールブック（パリ協定実施指針）が採択されました。こ

れは全ての国に適用される共通ルールであり、透明

性・実効性の高いルールであると評価されています。

なお、他国で得られた削減量を取り引きして自国の目

標達成にカウントする市場メカニズム活用のルールに

ついては、引き続き検討されることになりました。

2018年10月、気候変動に関する政府間パネル

（IPCC)は、その総会において「1.5℃特別報告書」の政

策決定者向け要約を承認するとともに、報告書本編を

受諾しました。IPCCは、地球温暖化に関する科学的・技

術的・社会経済的な見地から包括的な評価を政策決

定者等に提供する機関です。今回の特別報告書では、

1.5℃上昇した場合の影響は、2℃上昇と比べて、熱波

や豪雨の極端な現象が少なくなること、2100年までの

海面上昇は10cm程度小さいこと、生物多様性の損失

や種の絶滅がより少ないこと、トウモロコシ、米、小麦の

生産量の減少の割合が小さくなること、昆虫が媒介す

る病原体による被害が少なくなることなど、1.5℃上昇に

抑えることのメリットが詳述されています。COP24では、

「1.5℃特別報告書」をどのように位置付けるかが大き

な論点となりましたが、IPCCに謝意を示すなどのCOP

決定にとどまり、今後の課題となっています。

パリ協定締結後、「脱炭素社会」の構築に向けて、

国や地方公共団体などでさまざまな取り組みが進めら

れていますが、石炭火力発電所の取り扱いなど課題

が山積しています。また、温室効果ガスの排出の抑制

等を行う「緩和」だけでなく、既に現れている影響や中

長期的に避けられない影響を回避・軽減する「適応」

を進めることも重要です。このため、2018年6月に「気

候変動適応法」が公布され、国、地方公共団体、事

業者、国民が、それぞれの役割に応じて「適応」を総

合的に推進することになっています。

2019年9月には国連気候サミットが開催されるな

ど、今後、地球温暖化対策の取り組みが国際的にも

国内的にも加速すると思われます。一方でパリ協定か

らの脱退を表明している米国の動きが注目されます。

また、2019年、2020年の夏の気温や台風発生の行

方も気になるところです。環境・建設コンサルタントであ

る当社は、国や地方公共団体、そして国際社会が進

める地球温暖化の「緩和」と「適応」の取り組みに、当

社が蓄積している技術・ノウハウを駆使して、鋭意貢

献してまいります。

【参考資料】
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2．国連気候変動枠組条約第24回締約国会議(COP24)等(概要と評価)

https://www.env.go.jp/press/106279.html

3．気候変動に関する政府間パネル(IPCC)「1.5℃特別報告書」の公表について

https://www.env.go.jp/press/106052.html
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お申し込みは、Webショップから

「お部屋の健康診断」
してみませんか？

ホコリや汚れの中に存在するダニ・花粉などのDNA量を
測定して、お部屋の衛生状態を評価します。

お客様の状況に合わせた診断プランを用意しております。
詳しくは下記のウェブサイトをご覧ください。

電話：03-4544-7600
電話：045-593-7600
電話：054-622-9551
電話：06-7659-2803
電話：0980-52-8588
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電話：098-868-8884
電話：011-272-2882
電話：022-263-6744
電話：024-531-2911
電話：025-241-0283
電話：052-654-2551
電話：082-207-0141
電話：088-820-7701
電話：092-641-7878
電話：027-327-5431
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社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

事業内容

いであ株式会社
昭和28年5月
東京都世田谷区駒沢3-15-1
31億7,323万円
代表取締役会長　田畑 日出男
代表取締役社長　田畑 彰久
954名 (2019年4月1日現在、嘱託・顧問を含む)
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■社会基盤整備に係る企画、調査、計画、設計、管理、評価

■社会基盤整備に係る環境アセスメント(調査計画立案、現地調査、予測評価、対策検討、事後調査)、環境計画

■環境リスクの評価・管理

■食品衛生・生命科学関連検査

■自然環境の調査・解析、生物生息環境の保全・再生・創造

■情報システムの構築、情報発信

■災害危機管理、災害復旧計画

■海外事業


